
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　当年度より，改定後の地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。

1 　固定資産の減価償却の方法

(1)  有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　建物      　　８～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物      　７～50年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　６～20年

(2)  無形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　地上権       　　 ５年

　　　　　　　　　　　　　施設利用権      　35年

2 　引当金の計上方法

(1)  貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2)  退職給付引当金

　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の期末要支給額に相当する金額

　を計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる額125,485,462円を除く）。

(3)  賞与引当金および法定福利費引当金

　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている（なお，一般会計が負担すると見込まれる額9,455,000円を除く）。

3 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)  消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定

　　のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，18,402,834,561円である。
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2 　みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

等充当率を用いた按分により整理した。

Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

事業で運営方針等を決定していることから，この２つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益

　　特別損失

平成26年3月31日において，償却資産の取得または改良に充てるための補助金等で現に資本

剰余金として整理している額のうち，当該資産との対応関係の把握が不可能であったものについて

は，現存する資産（補助金等が充当されていないことが明らかな資産を除く）を対象とし，補助金

公共下水道事業会計は，公共下水道事業および特定環境保全公共下水道事業を運営しており，各

 特定環境保全公共下水道事業以外の排水区域において

 下水を排除または処理する業務

事　業　の　内　容事　業　区　分

公 共 下 水 道 事 業

 戸井地域の排水区域において下水を処理する業務

308,416,329△ 26,120,805

特 定 環 境 保 全

公共下水道事業

5,630,263,065

5,321,846,736

69,615,6445,560,647,421

特定環境保全公共下水道事業

3,437,535,41481,165,104

5,226,110,287

973,409,466

105,709,569,125 108,885,388,333

　平成26年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

公共下水道事業

42,148,4221,192,517,233

3,175,819,208

986,688,611

334,537,134

合　　　計

95,736,449

1,047,072546,486,652

3,356,370,310

1,234,665,655

104,906,589,3823,129,982,889101,776,606,493

22,851,87922,851,879

　　他会計繰入金

    （収益的収入）

　　有形固定資産および

　　無形固定資産の増加額

13,279,145

△ 1,952,148,573△ 80,028,890△ 1,872,119,683

547,533,724



Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

 　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

  処理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　  3,065,064円

　　１年超　 　   727,452円

　　　合計　 　 3,792,516円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失12,437,519円を処理するため，貸倒引当金12,437,519

円を使用した。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，退職手当として27,536,990円を支給するため，退職給付引当金21,148,408円（一

般会計が負担すると見込まれる額を除く）を使用した。


